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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第46期中、第46期及び第48期中は潜在株式がない

ため、第47期中及び第47期については1株当たり中間(当期)純損失であり、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

３ 「貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準」((企業会計基準第５号 平成17年12月9日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日))

が平成18年5月1日以後に終了する中間会計期間に係る中間財務諸表から適用することになったことに伴い、

当中間会計期間から同会計基準を適用しております。 

４ 当社は連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については、記載

しておりません。 

５ 持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自 平成15年 
  11月21日 
至 平成16年 
  ５月20日

自 平成16年
  11月21日 
至 平成17年 
  ５月20日

自 平成17年
  11月21日 
至 平成18年 
  ５月20日

自 平成15年 
  11月21日 
至 平成16年 
  11月20日

自 平成16年
  11月21日 
至 平成17年 
  11月20日

売上高 (千円) 16,802,699 16,994,286 18,146,683 34,183,599 35,775,130

経常利益 (千円) 241,971 242,146 206,627 506,492 503,911

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△）

(千円) 80,585 △338,426 142,676 186,631 △210,162

持分法を適用した 
場合の投資損益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,220,082 2,220,082 2,220,082 2,220,082 2,220,082

発行済株式総数 (株) 10,011,841 10,011,841 10,011,841 10,011,841 10,011,841

純資産額 (千円) 8,246,766 7,872,963 8,094,254 8,300,616 8,026,819

総資産額 (千円) 15,923,482 15,743,223 16,279,356 16,555,450 17,293,352

１株当たり純資産額 (円) 850.53 825.26 849.61 867.83 841.74

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△）

(円) 8.31 △35.46 14.97 17.74 △22.03

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額

(円) ― ― ― 7.50 7.50

自己資本比率 (％) 51.8 50.0 49.7 50.1 46.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △283,421 681,535 △128,044 △367,972 738,156

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 17,053 △293,150 △108,654 109,692 △450,684

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △72,625 △73,813 △76,861 △120,693 △75,984

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 3,590,955 3,865,546 3,448,900 3,550,974 3,762,461

従業員数 (名) 262 276 284 260 276



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年５月20日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社には労働組合は結成されておりません。 

労使関係については、良好な関係を維持しております。 

  

従業員数(名) 284



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間のわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や、雇用環境の改善による個人

消費の増加などにより、国内景気は堅調に推移いたしました。 

  当住宅関連業界におきましては、貸家や分譲マンションの増加により新設住宅着工戸数は堅調に推移したもの

の、当社の主要な市場である持家住宅、分譲一戸建住宅は僅かながら減少するなど、販売価格競争等も重なり、

厳しい市場環境となりました。 

  このような状況のもと、当社は新規取引先の開拓、重点商品（オリジナル商品、施工付販売、住宅設備機器）

の販売強化、取引先への営業支援を積極的に実行し、経営資源の活用と経営効率の向上を最重点課題として取組

み、収益の改善に努めてまいりました。 

  その結果、当中間会計期間の業績は、売上高では181億46百万円（前年同期比6.8％増）となりました。利益に

つきましては、競争激化に伴う売上総利益率の低迷等により営業利益は1億83百万円（前年同期比11.3％減）とな

りました。経常利益は2億6百万円（前年同期比14.7％減）、中間純利益につきましては、平成17年12月に適格退

職年金制度の一部を確定拠出年金に移行したことによる特別利益85百万円を計上したことにより、1億42百万円

（前年同期は3億38百万円の損失）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末より 3億13百万円減

少し、当中間会計期間末には34億48百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の減少は、1億28百万円（前年同期は6億81百万円の増加）となりました。税引前中間

純利益2億95百万円や売上債権の減少額7億13百万円等の増加要因に対し、仕入債務の減少額9億51百万円や法

人税等の支払額1億79百万円等の減少要因が、期間売上の変動等により増加したことによるものであります。

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は、1億8百万円（前年同期は2億93百万円の減少）となりました。これは主に投

資有価証券の取得による支出2億円によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の減少は、76百万円（前年同期は73百万円の減少）となりました。これは主に配当金

71百万円の支払をしたことによるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は仕入価格により記載しております。 

  

(2) 受注実績 

当社は、受注販売を行っておりませんので受注実績は記載しておりません。 

  

区分

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

金額(千円) 前年同期比(％)

商品

木質建材 2,514,542 101.4

非木質建材 896,122 71.6

合板 1,205,444 105.7

木材銘木製品 1,276,021 98.7

住宅設備機器 4,427,080 113.0

施工付販売 1,019,771 102.3

その他 798,566 93.9

小計 12,137,550 101.8

工事

材料費 1,874,745 128.4

外注費 2,004,078 119.0

小計 3,878,824 123.4

計 16,016,375 106.3



(3) 販売実績 

① 販売方法 

当社は、木材店、建材店を主たる販売先として、新建材、住宅資材、住宅設備機器等の販売を行っ

ております。さらに、工務店、住宅会社等に対しても上記商品の販売を行っております。 

  

② 販売実績 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記商品販売金額にはオリジナル商品販売実績(1,605,054千円)が含まれております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

区分

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

金額(千円) 前年同期比(％)

商品

木質建材 2,846,610 101.7

非木質建材 1,034,676 74.1

合板 1,281,730 105.2

木材銘木製品 1,537,560 96.8

住宅設備機器 4,955,287 113.0

施工付販売 1,063,903 97.0

その他 922,824 92.0

小計 13,642,593 101.2

工事
完成工事高 4,504,090 128.4

小計 4,504,090 128.4

計 18,146,683 106.8



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年５月20日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年８月18日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 10,011,841 10,011,841
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 10,011,841 10,011,841 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年11月21日～
平成18年５月20日

― 10,011 ― 2,220,082 ― 2,850,892



(4) 【大株主の状況】 

平成18年５月20日現在 

 
(注) 当社は自己株式 484千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合 4.84％）を所有しております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年５月20日現在 

 
(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式  835株及び証券保管振替機構名義の株式が 221株含まれて

おります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

北 村 三千子 大阪府羽曵野市 1,440 14.38

北 村 良 一 東京都世田谷区 1,149 11.47

有限会社ケイアンドエム
大阪市中央区南本町３丁目６－14
(イトウビル)

1,073 10.72

北恵社員持株会
大阪市中央区南本町３丁目６－14
(イトウビル)

549 5.48

北 村   誠 大阪府堺市南区 360 3.59

中 尾   勝 奈良県奈良市 316 3.16

エスジーエスエスエスシービーティールクス
SOCIETE GENERALE  29 BOULEVARD
HAUSSAMANN PARIS-FRACE 262 2.61

 (常任代理人香港上海銀行東京支店） （東京都中央区日本橋３丁目１１番1号）

竪   智 精 埼玉県さいたま市大宮区 240 2.39

北 村 裕 三 大阪府河内長野市 225 2.24

小 森 弘 康 大阪府和泉市 203 2.02

計 ― 5,819 58.12

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 484,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,310,000
9,310 ―

単元未満株式
普通株式

217,841
― ―

発行済株式総数 10,011,841 ― ―

総株主の議決権 ― 9,310 ―



② 【自己株式等】 

平成18年５月20日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの、役員の異動は次のとおりでありま

す。 

役職の異動 

 
  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
北恵株式会社

大阪市中央区南本町
３丁目６―14
（イトウビル）

484,000 ― 484,000 4.83

計 ― 484,000 ― 484,000 4.83

月別
平成17年 
12月

平成18年 
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 510 580 701 650 660 620

最低(円) 450 488 530 531 600 551

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役           
（管理本部長兼経理部長）

常務取締役                
（管理本部長兼経理部長兼経営企画室長）

北村  誠 平成18年5月21日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第47期事業年度の中間会計期間(平成16年11月21日から平成17年５月20日まで)は改正前の中間財

務諸表等規則に基づき、第48期事業年度の中間会計期間(平成17年11月21日から平成18年５月20日まで)は

改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第47期事業年度の中間会計期間(平成16年11月21日か

ら平成17年５月20日まで)及び第48期事業年度の中間会計期間(平成17年11月21日から平成18年５月20日ま

で)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年５月20日)

当中間会計期間末

(平成18年５月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年11月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,865,546 3,448,900 3,762,461

 ２ 受取手形 ※３ 2,940,915 2,776,972 2,875,021

 ３ 売掛金 4,438,976 5,153,880 5,770,827

 ４ 有価証券 99,945 199,320 99,975

 ５ たな卸資産 985,303 987,313 1,134,275

 ６ 繰延税金資産 50,711 95,048 64,417

 ７ その他 52,163 42,054 36,044

 ８ 貸倒引当金 △27,420 △21,385 △27,683

   流動資産合計 12,406,141 78.8 12,682,103 77.9 13,715,338 79.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 347,823 327,765 337,915

  (2) 土地 1,451,515 1,451,515 1,451,515

  (3) その他 29,011 34,792 34,296

   有形固定資産合計 1,828,349 (11.6) 1,814,073 (11.1) 1,823,727 (10.5)

 ２ 無形固定資産 20,428 (0.1) 15,982 (0.1) 15,964 (0.1)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 445,961 645,719 633,825

  (2) 投資不動産 ※２ 700,771 689,963 695,138

  (3) 前払年金費用 ― 38,995 ―

  (4) その他 409,462 451,706 467,885

  (5) 貸倒引当金 △67,890 △59,186 △58,527

   投資その他の資産 
   合計

1,488,304 (9.5) 1,767,197 (10.9) 1,738,322 (10.1)

   固定資産合計 3,337,082 21.2 3,597,252 22.1 3,578,013 20.7

   資産合計 15,743,223 100.0 16,279,356 100.0 17,293,352 100.0



前中間会計期間末

(平成17年５月20日)

当中間会計期間末

(平成18年５月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年11月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※３ 3,748,284 3,830,078 4,067,964

 ２ 買掛金 2,619,160 2,794,389 3,508,289

 ３ 未払金 203,634 217,599 218,750

 ４ 未払法人税等 142,095 153,254 179,403

 ５ その他 292,536 274,333 342,735

   流動負債合計 7,005,711 44.5 7,269,656 44.7 8,317,143 48.1

Ⅱ 固定負債

 １ 預り敷金 15,263 15,323 15,293

 ２ 預り保証金 408,694 536,210 537,159

 ３ 繰延税金負債 131,329 224,871 183,961

 ４ 退職給付引当金 144,421 ― 40,263

 ５ 役員退職慰労引当金 164,840 139,040 172,710

   固定負債合計 864,549 5.5 915,445 5.6 949,388 5.5

   負債合計 7,870,260 50.0 8,185,101 50.3 9,266,532 53.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,220,082 14.1 ― ― 2,220,082 12.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,850,892 ― 2,850,892

 ２ その他資本剰余金 321 ― 321

   資本剰余金合計 2,851,213 18.1 ― ― 2,851,213 16.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 170,300 ― 170,300

 ２ 任意積立金 2,576,122 ― 2,576,122

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

135,443 ― 263,708

   利益剰余金合計 2,881,866 18.3 ― ― 3,010,131 17.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

35,283 0.2 ― ― 62,535 0.4

Ⅴ 自己株式 △115,483 △0.7 ― ― △117,143 △0.7

   資本合計 7,872,963 50.0 ― ― 8,026,819 46.4

   負債資本合計 15,743,223 100.0 ― ― 17,293,352 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年５月20日)

当中間会計期間末

(平成18年５月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年11月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,220,082 13.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 2,850,892 17.5

  (2) その他資本剰余金 392 0.0

   資本剰余金合計 2,851,284 17.5

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 170,300 1.0

  (2) その他利益剰余金

    固定資産 
    圧縮積立金

420,114 2.6

    特別償却準備金 2,128 0.0

    別途積立金 2,150,000 13.2

    繰越利益剰余金 338,744 2.1

   利益剰余金合計 3,081,287 18.9

 ４ 自己株式 △122,682 △0.7

   株主資本合計 8,029,971 49.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

68,859

 ２ 繰延ヘッジ損益 △4,576

   評価・換算差額等 
   合計

64,283 0.4

   純資産合計 8,094,254 49.7

   負債純資産合計 16,279,356 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間

(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 16,994,286 100.0 18,146,683 100.0 35,775,130 100.0

Ⅱ 売上原価 15,082,616 88.8 16,163,337 89.1 31,805,001 88.9

   売上総利益 1,911,669 11.2 1,983,346 10.9 3,970,128 11.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,704,943 10.0 1,799,885 9.9 3,525,568 9.9

   営業利益 206,726 1.2 183,460 1.0 444,560 1.2

Ⅳ 営業外収益 ※２ 106,512 0.6 96,148 0.5 202,838 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※1.3 71,092 0.4 72,981 0.4 143,487 0.4

   経常利益 242,146 1.4 206,627 1.1 503,911 1.4

Ⅵ 特別利益 ※５ ― ― 88,432 0.5 ― ―

Ⅶ 特別損失 ※４ 445,719 2.6 ― ― 445,719 1.2

   税引前中間(当期) 
   純利益又は 
   中間純損失（△）

△203,572 △1.2 295,060 1.6 58,192 0.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

131,500 143,300 244,700

   法人税等調整額 3,354 134,854 0.8 9,084 152,384 0.8 23,654 268,354 0.8

   中間純利益又は 
   中間(当期) 
   純損失（△）

△338,426 △2.0 142,676 0.8 △210,162 △0.6

   前期繰越利益 473,870 473,870

   中間(当期)未処分 
   利益

135,443 263,708



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成17年11月21日 至 平成18年５月20日) 

 
  

  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年11月20日残高（千円） 2,220,082 2,850,892 321 2,851,213

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 自己株式の処分 ― ― 70 70

 任意積立金取崩額 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額（純額）

― ― ― ―

中間会計期間中の 
変動額合計（千円）

― ― 70 70

平成18年５月20日残高（千円） 2,220,082 2,850,892 392 2,851,284

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産 

圧縮積立金
特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成17年11月20日 
残高（千円）

170,300 422,877 3,244 2,150,000 263,708 3,010,131 △117,143 7,964,284

中間会計期間中の 
変動額

 新株の発行 ― ― ― ― ― ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ― ― △71,520 △71,520 ― △71,520

 中間純利益 ― ― ― ― 142,676 142,676 ― 142,676

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △5,597 △5,597

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― 57 128

 任意積立金取崩額 ― △2,763 △1,116 ― 3,879 ― ― ―

 株主資本以外の 
 項目の中間会計 
 期間中の変動額 
 （純額）

― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の 
変動額合計(千円）

― △2,763 △1,116 ― 75,035 71,155 △5,539 65,687

平成18年５月20日 
残高（千円）

170,300 420,114 2,128 2,150,000 338,744 3,081,287 △122,682 8,029,971



 
  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成17年11月20日残高（千円） 62,535 ― 62,535 8,026,819

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ― △71,520

 中間純利益 ― ― ― 142,676

 自己株式の取得 ― ― ― △5,597

 自己株式の処分 ― ― ― 128

 任意積立金取崩額 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

6,324 △4,576 1,747 1,747

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

6,324 △4,576 1,747 67,435

平成18年５月20日残高（千円） 68,859 △4,576 64,283 8,094,254



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間

(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税引前中間(当期)純利益 
   又は中間純損失（△）

△203,572 295,060 58,192

 ２ 減価償却費 21,207 22,873 45,334

 ３ 減損損失 445,719 ― 445,719

 ４ 役員退職慰労引当金の 
   増加額・減少額(△)

7,860 △33,670 15,730

 ５ 退職給付引当金の 
   増加額・減少額(△)

6,771 △40,263 △97,386

 ６ 貸倒引当金の 
   増加額・減少額(△)

△669 △5,639 △9,768

 ７ 受取利息及び受取配当金 △1,307 △2,300 △3,058

 ８ 支払利息 94 68 202

 ９ 投資有価証券売却損益 ― △2 ―

 10 固定資産売却損益 21 ― 21

 11 固定資産廃棄損 ― ― 405

 12 売上債権の 
   増加額(△)・減少額

934,304 713,364 △322,296

 13 たな卸資産の 
   増加額(△)・減少額

9,681 146,962 △139,291

 14 前払年金費用の 
   増加額(△)・減少額

― △38,995 ―

 15 その他の資産の 
   増加額(△)・減少額

△1,938 10,856 △50,693

 16 仕入債務の 
   増加額・減少額(△)

△494,826 △951,970 713,809

 17 その他の負債の 
   増加額・減少額(△)

17,379 △66,993 225,441

 18 役員賞与の支払額 △15,000 ― △15,000

     小計 725,724 49,349 867,361

 19 利息及び配当金の受取額 1,199 2,293 2,546

 20 法人税等の支払額 △45,388 △179,687 △131,751

    営業活動による 
    キャッシュ・フロー

681,535 △128,044 738,156

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の償還による収入 10,000 100,000 10,000

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △2,644 △7,623 △17,656

 ３ 有形固定資産の売却による収入 50 ― 50

 ４ 無形固定資産の取得による支出 ― △255 ―

 ５ 投資不動産の取得による支出 ― ― △401

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △300,700 △200,780 △442,820

 ７ 投資有価証券の売却による収入 ― 3 ―

 ８ 貸付金の回収による収入 143 ― 143

    投資活動による 
    キャッシュ・フロー

△293,150 △108,654 △450,684

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 自己株式の増減額 △2,725 △5,468 △4,384

 ２ 配当金の支払額 △71,088 △71,392 △71,599

    財務活動による 
    キャッシュ・フロー

△73,813 △76,861 △75,984

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加額・減少額(△)

314,571 △313,561 211,486

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

3,550,974 3,762,461 3,550,974

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

3,865,546 3,448,900 3,762,461



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度
(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

１ 資産の評価基準及び

  評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

 ……償却原価法(定額法)

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

 ……同左

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

 ……同左

その他有価証券

 時価のあるもの

 ……中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

   (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定)

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ……同左

その他有価証券

 時価のあるもの

 ……決算日の市場価格等に

基づく時価法

   (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定)

 時価のないもの

 ……移動平均法による原価

法

 時価のないもの 

 ……同左

 時価のないもの

 ……同左

(2) デリバティブ取引

時価法

(2) デリバティブ取引

同左

(2) デリバティブ取引

同左

(3) たな卸資産

商品……先入先出法による原

価法

未成工事支出金

  ……個別法による原価法

(3) たな卸資産

商品……同左

未成工事支出金

  ……同左

(3) たな卸資産

商品……同左

未成工事支出金

  ……同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

 定率法。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物(建物

付属設備を除く)については、

定額法によっております。

 また、取得価額が10万円以上20

万円未満の減価償却資産につい

ては、３年間で均等償却してお

ります。

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

    建物    ３～50年

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

投資不動産

 定率法。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物(建物

付属設備を除く)については、

定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

    建物    ３～50年

投資不動産

同左

投資不動産

同左

無形固定資産

 定額法。なお、ソフトウェア

（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によってお

ります。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

長期前払費用

 均等償却

長期前払費用

同左

長期前払費用

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度
(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 売上債権等の貸倒による損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

 なお、数理計算上の差異につい

ては、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。

退職給付引当金（前払年金費用）

同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

 なお、数理計算上の差異につい

ては、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。

(追加情報）

当社は、平成17年12月に適格退

職年金制度の一部を確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しました。 

 本移行に伴う影響額85,737千円

を特別利益に計上しておりま

す。

役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間会計

期間末要支給額を計上しており

ます。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度
(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

５ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。ただし、振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理を採

用しております。

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約取引及び

通貨オプション取引

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約取引及び

通貨オプション取引

  ヘッジ対象…外貨建金銭債務及

び外貨建予定取引

ヘッジ対象…同左   ヘッジ対象…同左

ヘッジ方針 

 為替に係る相場変動リスクを回

避する目的で、実需の範囲内で対

象取引のヘッジを行っておりま

す。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ方針

同左

ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関す

る重要な条件が同一であり、相場

変動を完全に相殺するものと考え

られるため、ヘッジの有効性の判

定は省略しております。

ヘッジの有効性評価の方法

同左

ヘッジの有効性評価の方法

同左

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フ

ロー計算書)における資

金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

７ その他の中間財務諸表

(財務諸表)作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。な

お、仮受消費税等及び仮払消費

税等は、相殺のうえ、流動負債

「その他」に含めて表示してお

ります。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。



会計処理の変更 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年11月21日 
  至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日 
  至 平成18年５月20日)

前事業年度 
(自 平成16年11月21日 
  至 平成17年11月20日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号）が平成16年3月31日に

終了する事業年度に係る財務諸表か

ら適用できることになったことに伴

い、当中間会計期間から同会計基準

及び同適用指針を早期適用しており

ます。 

これにより、減損損失445,719千円

を特別損失に計上したため、税引前

中間純損失が同額増加しておりま

す。なお、従来と同一の会計基準を

適用した場合、税引前中間純利益は

242,146千円となります。 

また、減損損失累計額については改

正後の中間財務諸表等規則に基づき

当該各資産の金額から直接控除して

おります。

 ―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号）が平成16年3月31日に

終了する事業年度に係る財務諸表か

ら適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準及び

同適用指針を早期適用しておりま

す。 

これにより、減損損失445,719千円

を特別損失に計上したため、税引前

当期純損失が同額増加しておりま

す。 

また、減損損失累計額については改

正後の財務諸表等規則に基づき当該

各資産の金額から直接控除しており

ます。

 ―――――― (役員賞与に関する会計基準)    

「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第4号 平成17年11月29

日）が平成18年5月1日以後に終了す

る中間会計期間に係る中間財務諸表

から適用することになったことに伴

い、当中間会計期間から同会計基準

を適用しております。 

なお、同会計基準の適用に伴う影響

はありません。

――――――



  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成16年11月21日 
  至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日 
  至 平成18年５月20日)

前事業年度 
(自 平成16年11月21日 
  至 平成17年11月20日)

 ―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日、企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は8,098,831千円であ

ります。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年５月20日)

当中間会計期間末
(平成18年５月20日)

前事業年度末 
(平成17年11月20日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

600,038千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

624,142千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

609,574千円

※２ 投資不動産減価償却累計額

272,713千円

※２ 投資不動産減価償却累計額

283,521千円

※２ 投資不動産減価償却累計額

278,345千円

※３    ―――――― ※３ 当中間会計期間末満期手形の

会計処理方法

当中間会計期間の末日は金融

機関の休日でありますが、

満期日に決済されたものとし

て処理しております。

当中間会計期間末満期手形は

以下のとおりであります。

受取手形       263,414千円

支払手形           866千円

※３ 当事業年度末満期手形の会計

処理方法

当事業年度の末日は金融機関

の休日でありますが、満期日

に決済されたものとして処理

しております。

当事業年度末満期手形は以

下のとおりであります。

受取手形   262,208千円

支払手形     561千円

前中間会計期間
(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度
(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

※１ 減価償却額

有形固定資産 15,161千円

無形固定資産 455千円

投資不動産 5,590千円

※１ 減価償却額

有形固定資産 17,461千円

無形固定資産 237千円

投資不動産 5,175千円

※１ 減価償却額

有形固定資産 33,289千円

無形固定資産 822千円

投資不動産 11,223千円

※２ 営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 120千円

仕入割引 61,594千円

受取賃貸料 29,237千円

※２ 営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 234千円

仕入割引 63,566千円

受取賃貸料 28,924千円

※２ 営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 355千円

仕入割引 124,844千円

受取賃貸料 57,890千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。

売上割引 59,910千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。

売上割引 62,378千円

※３ 営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。

売上割引 117,636千円

※４ 特別損失のうち重要なものは

次のとおりであります。

減損損失 445,719千円

※４    ――――― ※４特別損失のうち重要なものは次

のとおりであります。

減損損失 445,719千円



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度
(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

 

 減損損失

当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額

京都府八幡市 
(京都営業所)

事業用
資産

土地, 
建物等

307,269
千円

岐阜県羽島郡 
笠松町 
(岐阜営業所)

事業用
資産

土地, 
建物等

134,366
千円

北海道茅部郡
森町字赤井川

遊休 
資産

土地
2,114
千円

長野県 
飯山市 
大字一山

遊休 
資産

土地
1,970
千円

当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、事業用資産に

おいては営業所を単位に、賃貸用資

産・遊休資産においては個々の物件

を単位に基本としてグルーピングし

ております。

その結果、所有不動産の著しい地価

の下落や収益性の低迷等により、時

価または将来キャッシュ・フローが

帳簿価格を下回ることになった資産

について帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（445,719千円）として特別損失に

計上しました。

なお、当資産グループの回収可能価

額は事業用資産（岐阜県羽島郡笠松

町）及び遊休資産については主とし

て不動産鑑定士による鑑定評価額に

よる正味売却価額を事業用資産（京

都府八幡市）については使用価値

（割引率5.0％）によりそれぞれ測

定しております。

また、固定資産の種類毎の減損損失

の内訳は以下のとおりであります。

土地 441,635千円

投資不動産 4,084千円

 

 減損損失

当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額

京都府八幡市
(京都営業所)

事業用
資産

土地, 
建物等

307,269
千円

岐阜県羽島郡
笠松町 
(岐阜営業所)

事業用
資産

土地, 
建物等

134,366
千円

北海道茅部郡
森町字赤井川

遊休
資産

土地
2,114
千円

長野県
飯山市 
大字一山

遊休
資産

土地
1,970
千円

当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、事業用資産に

おいては営業所を単位に、賃貸用資

産・遊休資産においては個々の物件

を単位に基本としてグルーピングし

ております。

その結果、所有不動産の著しい地価

の下落や収益性の低迷等により、時

価または将来キャッシュ・フローが

帳簿価格を下回ることになった資産

について帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（445,719千円）として特別損失に

計上しました。

なお、当資産グループの回収可能価

額は事業用資産（岐阜県羽島郡笠松

町）及び遊休資産については主とし

て不動産鑑定士による鑑定評価額に

よる正味売却価額を事業用資産（京

都府八幡市）については使用価値

（割引率5.0％）によりそれぞれ測

定しております。

また、固定資産の種類毎の減損損失

の内訳は以下のとおりであります。

土地 441,635千円

投資不動産 4,084千円

※５    ―――――

 

※５ 特別利益のうち重要なものは

次のとおりであります

退職給付制度 

移行利益
85,737千円

※５   ―――――



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間末 （平成18年５月20日） 

1.発行済株式に関する事項 

 
  

2.自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

普通株式の自己株式数の増加9,241株は、単元未満株式の買取請求による買取であり、 

減少229株は単元未満株式の買増請求による売渡であります。 

  

3.新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

4.配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
  

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後 
       となるもの 

  該当事項はありません。 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前期末株式数 増加 減少 当中間期末株式数

普通株式（株） 10,011,841 ― ― 10,011,841

株式の種類 前期末株式数 増加 減少 当中間期末株式数

普通株式（株） 475,823 9,241 229 484,835

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年2月17日  
定時株主総会

普通株式 71,520 7.50 平成17年11月20日 平成18年2月20日

前中間会計期間
(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度
(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

3,865,546千円

現金及び 
現金同等物

3,865,546千円

 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

3,448,900千円

現金及び 
現金同等物

3,448,900千円

 

  現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

3,762,461千円

現金及び
現金同等物

3,762,461千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年11月21日
至 平成17年５月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月21日
至 平成18年５月20日)

前事業年度
(自 平成16年11月21日
至 平成17年11月20日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
有  形

固定資産

その他(千円)

無  形

固定資産

(千円)
合計(千円)

取得価額 

相当額
219,744 55,060 274,804

減価償却 

累計額相当額
93,485 8,954 102,439

中間期末残高 

相当額
126,258 46,106 172,364

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
有  形

固定資産

その他(千円)

無  形

固定資産

(千円)
合計(千円)

取得価額 

相当額
219,744 55,060 274,804

減価償却 

累計額相当額
137,295 19,966 157,262

中間期末残高 

相当額
82,448 35,094 117,542

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
有  形

固定資産

その他(千円)

無  形

固定資産

(千円)
合計(千円)

取得価額 

相当額
219,744 55,060 274,804

減価償却 

累計額相当額
115,390 14,460 129,850

期末残高 

相当額
104,353 40,600 144,953

 (注) 取得価額相当額の算定は、

有形固定資産の中間期末残

高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法に

よっております。

同左  (注) 取得価額相当額の算定は、

有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によってお

ります。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 54,822千円

１年超 117,542千円

計 172,364千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 54,822千円

１年超 62,719千円

計 117,542千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 54,822千円

１年超 90,130千円

計 144,953千円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額の算定は、有形固

定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間

期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法によっ

ております。

同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額の算定は、有形固定資

産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込

み法によっております。

③ 当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額

支払リース料 26,653千円

減価償却費相当額 26,653千円

③ 当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額

支払リース料 27,411千円

減価償却費相当額 27,411千円

③ 当期の支払リース料及び減価償

却費相当額

支払リース料 54,064千円

減価償却費相当額 54,064千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末 (平成17年５月20日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

満期保有目的の債券

   国債・地方債等 99,945 100,220 275

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

計 99,945 100,220 275

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

 ① 株式 82,527 141,919 59,392

 ② 債券

   国債・地方債等 300,700 300,700 ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

計 383,227 442,619 59,392

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

   非上場株式(店頭売買株式を除く) 3,342

計 3,342



当中間会計期間末 (平成18年５月20日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

満期保有目的の債券

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

計 ― ― ―

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

 ① 株式 82,526 207,117 124,590

 ② 債券

   国債・地方債等 602,045 593,380 △8,665

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

計 684,572 800,497 115,925

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

   非上場株式 44,542

計 44,542



前事業年度末 (平成17年11月20日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

満期保有目的の債券

   国債・地方債等 99,975 100,100 125

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

計 99,975 100,100 125

区分 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

 ① 株式 82,527 191,093 108,566

 ② 債券

   国債・地方債等 401,477 398,190 △3,287

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

計 484,005 589,283 105,278

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

   非上場株式 44,542

計 44,542



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末 （平成17年５月20日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

当中間会計期間末 （平成18年５月20日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

前事業年度末 （平成17年11月20日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成16年11月21日 至 平成17年５月20日) 

関連会社がないため記載しておりません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年11月21日 至 平成18年５月20日) 

関連会社がないため記載しておりません。 

  

前事業年度(自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日) 

関連会社がないため記載しておりません。 

  



(1株当たり情報) 

 
  

(注) 算定上の基礎 

(1) 1株当たり純資産額 

 
  

(2) 1株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失 

 
  

項目
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成16年11月21日
 至 平成17年５月20日)

(自 平成17年11月21日
 至 平成18年５月20日)

(自 平成16年11月21日
 至 平成17年11月20日)

１株当たり純資産額 825円26銭 849円61銭 841円74銭

１株当たり中間純利益 
又は中間(当期)純損失（△）

△35円46銭 14円97銭 △22円03銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

１株当たり中間純損失の
ため、また、潜在株式が
ないため、記載しており
ません。

潜在株式がないため、記
載しておりません。

（追加情報）
当中間会計期間から、改
正後の「1株当たり当期純
利益に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 最
終改正平成18年1月31日
企業会計基準第2号)及び
「1株当たり当期純利益に
関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準委員会
最終改正平成18年1月31日
企業会計基準適用指針第4
号)を適用しております。
これによる影響は軽微で
あります。

１株当たり当期純損失の
ため、また、潜在株式が
ないため、記載しており
ません。

項目
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

(平成17年５月20日) (平成18年５月20日) (平成17年11月20日)

中間貸借対照表の純資産の部合計額（千円） ― 8,094,254 ―

普通株式に係る純資産額（千円） ― 8,094,254 ―

中間貸借対照表の純資産の部の合計額と1株当た
り純資産額の算定に用いられた普通株式に係る中
間会計期間末の純資産額との差額（千円）

― ― ―

普通株式の発行済株式数（株） ― 10,011,841 ―

普通株式の自己株式数（株） ― 484,835

１株当たり純資産の算定に用いられた
普通株式の数（株）

― 9,527,006 ―

項目
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成16年11月21日
  至 平成17年５月20日)

(自 平成17年11月21日
  至 平成18年５月20日)

(自 平成16年11月21日
 至 平成17年11月20日)

中間損益計算書上の中間純利益又は
中間（当期）純損失（△）(千円)

△338,426 142,676 △210,162

普通株式に係る中間純利益又は 
中間（当期）純損失（△）(千円)

△338,426 142,676 △210,162

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 9,543,421 9,532,118 9,540,692



(重要な後発事象) 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

 (自 平成16年11月21日  
  至 平成17年５月20日)

 (自 平成17年11月21日
  至 平成18年５月20日)

(自 平成16年11月21日  
 至 平成17年11月20日)

――――― ―――――
当社は、平成17年12月に適格退職年
金制度の一部を確定拠出年金制度へ
移行し、「退職給付制度間の移行等
に関する会計処理」（企業会計基準
適用指針第１号）を適用する予定で
あります。

本移行に伴う翌事業年度の損益に与
える影響額は、85,737千円（特別利
益）の見込みであります。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第47期)

自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日

平成18年２月20日 
近畿財務局長に提出。

 
 

有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第47期)

自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日

平成18年５月19日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年７月27日

北恵株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている北恵株式会社の平成１６年１１月２１日から平成１７年１１月２０日までの第４７期事業年度の中間

会計期間（平成１６年１１月２１日から平成１７年５月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、北恵株式会社の平成１７年５月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間（平成１６年１１月２１日から平成１７年５月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を適用してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  林     恭  造  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  原  信  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年８月17日

北恵株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている北恵株式会社の平成１７年１１月２１日から平成１８年１１月２０日までの第４８期事業年度の中間

会計期間（平成１７年１１月２１日から平成１８年５月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、北恵株式会社の平成１８年５月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間（平成１７年１１月２１日から平成１８年５月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  原  信  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  増  田    豊   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   堀    裕  三  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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